
日中戦略的互恵関係の新局面を切り開くために共同で努力しよう 

－財団法人世界平和研究所及び中国人民外交学会共同提言 

 

日中両国指導者が共同で発表した「『戦略的互恵関係』の包括的推

進に関する日中共同声明」の「両国の民間団体の間の交流を幅広く

展開し」の精神により、財団法人世界平和研究所及び中国人民外交

学会は北京において「『日中平和友好条約』締結 30 周年記念シンポ

ジウム」を開催した。参加した双方の代表は、過去一年余りの期間

に両国指導者が四度にわたり相互訪問したことを高く評価し、2008

年 5月に両国が共同で発表した「『戦略的互恵関係』の包括的推進に

関する日中共同声明」の内容に賛意を示した。世界平和研究所及び

中国人民外交学会は、経済のグローバル化と地域の一体化が深まる

中、日中関係は過去のいかなる時期よりも戦略的かつ世界的な意義

を持ち、双方が戦略的視野から長い目で相互の発展を積極的かつ客

観的に認識し、両国各界が共同で努力することにより、日中関係の

未来は必ずより良いものになると考える。日中両国の重要なシンク

タンクと民間外交機構として、双方は交流と協力を強め、日中関係

と地域問題に関する研究を深化させ、適時に両国政府に対し政策提



言を発出することが期待されている。双方は民間レベルの立場から、

日中戦略的互恵関係の発展を全面的に推進し、日中関係の新局面を

切り開くとともに地域の持続的平和を実現し東アジアの一体化プロ

セスを加速するために共同で貢献する決意である。両組織は「日中

平和友好条約」と「『戦略的互恵関係』の包括的推進に関する日中共

同声明」の趣旨にかんがみ、十分に協議し、以下の共同提言を発表

する。 

 

１．両組織は、「『戦略的互恵関係』の包括的推進に関する日中共同

声明」を積極的に支持し、日中友好の大局を維持し、日中国交正常

化以来両国政府間で積み上げられてきた様々な共通認識に基づき、

時代の潮流に順応し、世界と地域のレベルから日中友好関係の安定

した発展を全面的に推し進めるべきであると表明する。 

 

２．両組織は、両国政府が「歴史を直視し、未来に目を向ける」精

神の下、これまでに得られた合意や取り決めを実行に移すとともに、

既に活動が始まっている共同歴史研究を継続的に実施し、両国関係

の健全的な発展に資するためにその研究成果が教育や交流の現場に



反映されるよう努力することを期待する。 

 

３．両組織は、両国間で締結された合意文書や国連憲章、国際法と

国際関係の基本的な準則に基づき、対話と協議を通じて両国間の対

立や係争を平和的に処理することが両国関係の安定した発展を確保

する基本的前提であると確信する。このため、両組織は民間の種々

の形の交流の推進に取り組み、相互訪問、シンポジウムなどさまざ

まな形で対話を通じた日中間の問題の解決のため政府に研究成果と

根拠を適時に提供する。 

 

４．両組織は、日中経済は相互補完性が強いことから、両国は相互

投資と貿易協力を強化し、それぞれの貿易と投資環境の改善を図り、

互恵とウィンウィンの原則に基づいて、新たな協力分野を絶えず開

拓し、協力の広さと深さを増し、実務的協力を通じて、両国関係の

持続的発展を促進する必要があると認識する。 

 

５．両組織は、両国民が歴史的に相互に学び、参考にしあい、交流

を重ねてきた伝統を継承し、人的文化往来を拡大し、相互理解を増



進すべきであると強調する。両組織は両国国民の交流を促進する面

で積極的な役割を果たし、もって戦略的互恵関係の民間分野の基礎

を強化していくとの考えである。 

 

６．両組織は、両国政府が安全保障分野の対話と協力を強化し、安

全保障面での相互信頼を増進させることを提案する。また、伝統的

安全保障分野において、防衛当局間の交流を引き続き強化し、軍事

透明性をともに増加させ、不慮の突発事件を防ぐための緊急連絡メ

カニズムを構築すること、非伝統的安全保障分野において、双方で

協力を拡大することを提案する。 

 

７．両組織は、朝鮮半島の核と拉致問題をめぐる六者協議などの問

題を重視する立場から、両国政府に協力し、北東アジアの恒久平和

メカニズムを構築する方策を研究し、多分野、多レベル、多ルート

の地域協力メカニズムの構築、発展に寄与し、関係諸国とも連携し、

東アジアの一体化プロセスを推進すべく共同で積極的な役割を果た

す考えである。 

 



８．両組織は、エネルギー、環境、水資源、気候変動などグローバ

ルな問題に関して両国の民間機構による政策提言を両国政府が奨励

するとともに、有効な措置を講じて協力を強化し、成果を分かち合

い、両国民に幸福をもたらし、国際社会に貢献することを希望する。

また、両国政府が激甚な自然災害に共同で対応するための専門家に

よる作業部会を設立し、自然災害への対応と減災に関する対策につ

いて話し合うことを提言する。 

 

2008年 10月 23日 

財団法人世界平和研究所 

中国人民外交学会 

 


